
平成２６年度定例監査結果概要（下期）   

（県公報 P１～１８）

                           

地方自治法第１９９条第４項の規定に基づき執行した監査の結果に関する報告を同条第９項の規定に

より公表する。

１ 監査実施所属数 下期分１１６所属（年間定例監査対象所属数２５７所属）

２ 監査対象期間  前回対象期間の翌月から今回監査実施日前３か月までの間

３ 監査の実施期間 平成２６年９月１２日～平成２７年２月５日

４ 監査の方法

  監査は、監査対象期間における財務に関する事務及び工事の執行状況について、抽出の方法によ

り、諸帳簿及び証明書類等を照査するとともに、現地調査、職員からの事情聴取により実施した。

定例監査を効果的に実施するため、重点的に監査を行う事項（以下「重点事項」という。）を定め

て監査を実施しており、今年度「扶養手当、通勤手当及び住居手当の認定及び認定後の確認は適切

に行われているか。」を重点事項とした。

また、今年度は「手当等の返還が行われた場合に改善措置が適切に講じられているか。」を行政監

査として定例監査と併せて実施している。

５ 監査結果処理区分

・指摘事項 法令等に違反するなど著しく不適切な事務処理等と認められるもの

・指導事項  指摘事項以外で特に改善を要すると認められるもの

・注意事項  不適切な処理の内容が軽易なもので、単純な誤謬に起因すると認められるもの

・意 見  監査の結果に基づき組織及び運営の合理化等に資すると認められる事項

６ 監査の結果

指摘事項、指導事項、注意事項、意見とした区分の集計は次のとおりである。

（区分毎の内訳は、別添県公報を参照）

指摘事項１２件、 指導事項１１７件、 注意事項４７件  合計 １７６件

７ 指摘事項の概要（詳細は別添県公報のとおり）

  収入や支出など、著しく不適切な事務処理と認められるものが１０所属で１２件あった。

（１）[富士・東部保健福祉事務所] （県公報 ４ページ）

①昨年度の定例監査において自動販売機の設置を目的とした行政財産使用許可に係る使用料を家

屋貸付料（自動販売機）として誤った科目で収入していたことについて指導事項となり、その改

善措置として適正な収入科目に更正する旨の報告があったが、今年度の監査で確認したところ科

目更正の手続きが行われていなかった。（収入）

②昨年度の定例監査において、公用車用燃料に係る契約は単価契約であるが、違約金条項の記載内

容が単価契約のものとなっていなかったことについて指導事項となっていたが、今年度の監査に

おいても昨年度と同様に、単価契約の公用車用燃料の購入に係る契約書において、違約金条項の

記載内容が単価契約のものとなっておらず、昨年度指導事項としたことが改善されていなかった。

（契約）

（２）[甲陽学園] （県公報 ５ページ）

昨年度の定例監査において、資金前渡で支出した研修負担金について、精算が遅延しているも

のがあったことについて指導事項となっていたが、今年度の監査においても昨年度と同様に資金

前渡で支出した治療機関・施設専門研修に係る負担金の精算が遅延しているものがあり、資金前

渡の精算事務が改善されていなかった。（支出）

（３）［あけぼの医療福祉センター］（県公報 ６ページ）

①消防法で６か月に１回行うことが義務づけられている消防用設備等の機器点検が、前回の点検か

ら６か月以上経過しているにもかかわらず、監査日（１２月）現在、実施されていなかった。

（財産）

②収入に関する事務や支出に関する事務等、財務に関する事務について、指導事項に該当する事務
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処理が多数あった。

指導事項 ７件 （収入１、支出２、給与１、物品２、重点事項１）

（４）[育精福祉センター] （県公報 ６ページ）

    収入に関する事務や支出に関する事務等、財務に関する事務について、指導事項に該当する事

務処理が多数あった。

指導事項 ８件 （収入１、支出１、給与１、物品２、財産１、契約２、）

（５）[酪農試験場] （県公報 ８ページ）

    電柱等の設置を目的とした土地の継続使用許可に係る平成２６年度の行政財産使用料について、

収入の手続きが行われていないものが７件あった。（合計 133,210 円）（収入）

（６）[甲府昭和高等学校] （県公報 １２ページ）

   消防法で６か月に１回行うことが義務づけられている消防用設備等の機器点検が、前回の点検

から６か月以上経過しているにもかかわらず、監査日（１１月）現在、実施されていなかった。

（財産）

（７）[農林高等学校] （県公報 １２ページ）

   昨年度の定例監査において、公共料金等の支払に係る自動口座振替に不適切な事務処理があっ

たことについて指導事項となっていたが、今年度の監査においても昨年度と同様に、振替不能や

支出科目と相違した支出など、不適切な事務処理があり、公共料金等の支払いに係る自動口座振

替の事務処理が改善されていなかった。（支出）

（８）[上野原高等学校] （県公報 １４ページ）

    臨時職員の賃金については、勤務した翌月１０日に支払うこととされているが、平成２６年４

月、５月及び７月分の賃金については、支払いが大幅に遅延しており、８月２９日に支給されて

いた。（合計 268,000 円）

また、同職員の賃金に係る所得税は、雇用期間が２か月未満のため、給与所得の源泉徴収税額

表の日額表（丙欄）が適用されるが、誤って月額表（乙欄）を適用したため、所得税を過大に源

泉徴収していた。（給与）

（９）[やまびこ支援学校] （県公報 １５ページ）

    消防法で６か月に１回行うことが義務づけられている消防用設備等の機器点検が、前回の点検

から６か月以上経過しているにもかかわらず、監査日（１１月）現在、実施されていなかった。

（財産）

（10）[大月警察署] （県公報 １７ページ）

消防法で６か月に１回行うことが義務づけられている消防用設備等の機器点検が、前回の点検

から６か月以上経過しているにもかかわらず、監査日（１１月）現在、実施されていなかった。

また、浄化槽法で法定期間内に保守点検を義務づけられている警察署や駐在所などに設置され

た浄化槽の保守点検も監査日（１１月）現在、実施されていなかった。（財産）

８ 指導事項の内容

（１） 収入（２１件）  収入未済（１４件）など

（２） 支出（１９件）   所得税を源泉徴収していなかったもの（５件）など

（３） 給与（２５件） 諸手当に係る額の算出誤り及び支給遅延（９件）など

（４） 物品（１６件） 占有物品の受払いに関する調書の未作成（７件）など

（５） 財産（１３件）  財産の使用許可事務に係る移動報告書の未提出（７件）など

（６） 契約（１７件）  契約条項の不備（違約金、予定数量等に関する条項）（９件）など

（７） 工事（ １件）  情報公開サービスで公表された変更契約内容の記載誤り

（８） 重点事項（５件） 諸手当の認定に係る確認書類の不備

９ 注意事項の主な内容

（１） 契約（２０件） 契約書に貼付された印紙税額の誤り（１９件）など

（２） 給与（１６件） 通勤届の決定事項欄に通勤距離が未記入（１５件）など


